間接補助事業者等納税対応状況証明書
北海道空知総合振興局長　様　
　　　　　　　　事業に係る事業実施主体（　　　　　　　　　　　　）が、次の者に該当することを証明します。　
	
	納税対応
	該当項目

	１
	非事業者、免税事業者、簡易課税制度適用者
	

	２
	消費税法（昭和６３年法律第１０８号）別表第３に掲げる公共法人等で特定収入の割合が５パーセントを超える者
	


　　年　　月　　日　
　
補助事業者等　　　　　　　　　　　印　
（団体等名及び代表者氏名印）　
注１　該当項目に、○印を付けること。　
２　２に○印を付けた者は、該当の有無について明らかになった時点で再度提出すること。　
３　この様式は、間接補助事業等において、事業実施主体が上記１又は２に該当する場合に使用する。　
